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　本論の目的は70年代の数理マルクス経済学の展開によって，マルクス派搾取理論がいかにその含
意の転換を迫られてきたかを，現時点の現代社会科学の到達点から鑑みて考察する事にある．その主

要な帰結は，労働価値概念に立脚するマルクス主義の古典的な搾取理論解釈は，まさに数理マルクス
経済学の反証可能な手続きによる検証によって，否定されたという事である．主な論点は，（1）マルク

スの基本定理及び，森嶋一シートン方程式，（2）「マルクスの総計一致2命題」，（3）「価値法則」の検

証からなる．これらの分析結果は，労働価値が市場の均衡価格決定の説明要因たり得ない事，及び正

の利潤の唯一の源泉としての労働搾取という含意の完全な喪失を意味している．さらに，正の利潤を

資本家が取得する事も，私的所有制を前提する限り，剰余生産物生産可能性を有している資本財が社

会の総労働人口に比して希少性を有する下では何ら不当なものとは言えないことも示され得る．

1．イントロダクション

　マルクス派経済理論にとって，搾取理論はマルク

ス派がマルクス派であり得るアイデンティティを与

える，尤も守るべき牙城であろう．本論は70年代

以降の数理マルクス経済学の展開によって，マルク

ス派搾取理論がいかにその含意の転換を迫られてき

たかを概括し，改めて現時点の現代社会科学の到達

点から鑑みて，その意義が果たしてどこにあるかを

考察したいと思う．とりわけ，労働価値概念に立脚

するマルクス主義の古典的な搾取理論解釈が，数理

マルクス経済学の反証可能な手続きによる検証によ

って否定されたことを述べる．

2．マルクスの搾取論と労働価値説

　マルクスは『資本論』で剰余価値について論じ，

剰余価値率を搾取率とも別称している．つまり，マ

ルクス派において搾取とは剰余価値の存在を意味す

る．剰余価値とは，1労働日からその1労働日に対

する賃金を通じて獲得される諸商品の生産に直接に

要した労働時間の総和を差し引いたものであり，後

者を必要労働とも称する．対して，1労働日から必

要労働時間を差し引いたものを剰余労働もしくは剰

余労働時間と称する．

　ではなぜ，剰余価値ないしは剰余労働の存在が搾

取（exploitation）の存在を意味するのか？搾取とい

う言い方は，ある個人の利益の為の非公正的（un・

fairly）な資源の利用を含意するが，剰余価値によっ

て意味する“非公正”の内容については以下の様な

見方があるだろう．労働者の受け取る賃金収入は彼

が提供した労働の対価として支払われたものと解釈

されうるものであるが，それは市場を通じた正当な

取引であるならば当然ながら彼が提供した労働に等

価値なものでなければならない．しかしながら剰余

価値の存在は蛍働者の提供した労働よりも受け取る

労働のほうが少ないことを意味する．この事態は，

価値の大いさは投下労働量に比例して決定されると

いう労働価値説の立場に基づけば，「労働の不等価

交換」を意味する様に見える．

　だが，労働市場では絶えず不等価交換が行われて

いるという主張は，そもそも労働価値説に矛盾する．

なぜならば，市場での取引は互いに等価値と認める

財どうしを交換するのであって，まさに日常での実

際の市場取引を通じて交換者は互いの財を等価物と

認めあっていることを意味するのである．それゆえ

に，労働市場においてもまた，供給者と需要者の間

にその取引を等価交換であると了承する論理が存在

しているはずである．もしその論理を労働価値説が

説明できず，不等価交換を指摘するだけならばむし

ろ労働価値説自体が市場の価格決定理論としての資

格を失うことを意味しよう．これは古典派経済学が

陥った矛盾であるが，マルクスはこの問題を労働力

」
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商品という概念の提出によって解決した．つまり，

労働市場で取引されるのは労働ではなく，労働力で

ある事を強調した．労働市場では労働力商品が取引

されると解釈すれば，労働価値説でも矛盾無く等価

交換が行われていることを説明できるのである．

　マルクスはさらに，労働力商品の買い手，すなわ

ち資本家は，労働市場における労働力商品の等価交

換を通じて剰余労働を抽出する権利を獲得する事を

論じている．この権利の下に資本家は商品の生産過

程において「剰余価値の生産」を行う．この過程に

おいて剰余労働抽出を巡る労資の権力関係の存在が

強調される．マルクスの労働価値説に基づけば，こ

うして抽出された剰余価値こそが資本増殖を可能に

する唯一の源泉である．労働力商品の使用価値は価

値増殖機能と価値移転機能にあり，いわゆる物的資

本財はこの後者の機能によってその価値を生産され

る商品に移転されるに過ぎない．マルクスにおける

資本の定義は「自己増殖する価値の運動体」である

から，資本が資本たりえるのは労働力あってこそで

あるという議論になる．ところで，資本主義社会に

おいて資本とは富（wealth）の大きな比重を占め，そ

れは資本家階級に属する人々によって占有されてい

る．しかしながら，『資本論1』の転変論によれば，

その富は労働者による，資本家にとっての無償の他

人労働によって生み出された剰余価値の蓄積に他な

らない．これこそが，マルクスが剰余価値の生産を

「労働の不等価交換」というよりはむしろ，「搾取

（exploitation：＝to　use　selfishly　and　unfairly　for

one’s　own　advantage）」と称する由縁であろう．つ

まり，社会に蓄積されている富のうち，一部の資本

家階級に属する人々に資本として占有されている多

くの比重を占める部分が，その他大勢の労働者階級

に属する人々から抽出された無償労働の成果である

事こそが非公正（unfair）の中味に他ならない．

　マルクスはさらに『資本論III』の転化論におい

て，搾取の産物である剰余価値が市場的社会関係に

おいては資本家の物的資本財の提供という貢献に対

する報酬としての「利潤」となって現れることを論

じている．この転化論は二重の機能を果たしている．

一つはこの転化論によって，現実の世界のカテゴリ

ーとしては存在しない“剰余価値”という概念規定

が現実の世界のカテゴリーである“利潤”とリンク

づけられようとしたのであり，それによって，この

概念の科学性が保証されようとしたのである．第二

に，労働価値説及び剰余価値論の科学性の主張によ

って，限界生産力説等，他学派の学説のイデオロギ

ー性，体制擁護性が強調される事になる．すなわち，

労働価値のカテゴリーの世界において捉えられ，てい

た搾取関係が価値の価格への転化によって覆い隠さ

れる事になり，その覆い隠しの機能を助長する働き

をしているものこそが他学派の経済学説であるとい

う理由である．この転化論を媒介にしてこそ，いわ

ゆるマルクスの三身一体論批判も生きてくる．

　こうして見てくると，マルクス派搾取理論にとっ

て労働価値論，及び労働力商品論はキーコンセプト

である事がわかる．古典派にとっては，投下労働価

値説の事実上の含意は費用価値説であったと言われ

ている．すなわち，長期均衡価格として成立する自

然価格は需要サイドからは独立に成立するという立

場である．これは収穫一定を仮定すれ，ぱ正しい主張

であるし，その種の仮定は製造業が産業の主要な比

重を占める社会を想定する限り，．必ずしも的外れ，で

はない．その際に，ニュメレール財として労働を用

いて，財一単位当たりの費用価格を評価するという

手法も現代経済学では受容されている．それは単に

土地の生産要素としての機能を無視すれば，他に本

源的生産要素といえるものは労働だけであり，それ

以外の物的資本財は再生産可能な財であり，いずれ

も歴史を遡っていけば究極的にはその価値は全て労

働に還元されうるという想定に基づいているi｝．し

かしながら，他方マルクスはその特有の労働力商品

論により，労働に単なるニュメレール財としての機

能以上の意味を持たせている．すなわち，唯一の価

値生成機能としての意味である．労働力商品にこの

機能を持たせることによって，資本家の利潤の獲得，

資本の自己増殖の実現可能性は，他人の無償労働で

ある剰余労働の抽出，という搾取に基づいているこ

とが明瞭に示される事になる．

　しかしながら，労働価値も唯一の価値生成機能と

しての労働力商品論も現実の市場社会の観察によっ

ては不可視である概念規定であるが故に，その概念

規定の科学性を立証するためには，市場の観察によ

って可視である価格運動がそれ等の概念によって論

理整合性を以って説明され得ることを示せなけれ，ぱ

ならない，マルクスの転化論はこの課題を果たすべ

きものであるが，彼自身はそれを完成させずに終わ

った．数理マルクス経済学はこの課題に対する明確

な結論を与えたものとして位置付ける事が出来よう．

マルクス転化論に残された問題は2点ある．一つは

「剰余価値率の平均利潤率への転化」であり，そして
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「価値の生産価格への転化」である．第一の問題に

関して言及すれば，少なくとも剰余価値平ないしは

搾取率と均等利潤率との間に対応関係が示せなけれ

ば労働搾取が利潤の唯一の源泉であるというマルク

スの命題は否定されると言わざるを得ない．したが

って，労働価値体系において搾取率が非正である事

と生産価格体系において利潤率が正であるという事

が両立するようなケースは起こり得ない事が示され

なければならない．この問題に対する解として位置

付けられるのが「マルクスの基本定理」である．第

二に，搾取率によって均等利潤率が規定される事を

示すためには，均等利潤率と搾取率が「関数関係」

にある事が示されればよい．この点は，「森嶋一シ

ートン方程式」の導出によって最初に示された．

「価値の生産価格への転化」に関しては，マルクスの

「総計一致の2命題」が示されるか否かが問題であ

る．この問題はいわゆるマルクスの転化問題として，

ベームバベノレクの批判以来，論じられてきた問題で

あるが，森嶋（1974）によって基本的な結論が出され

ている．

3．数理マルクス経済学によるマルクスの

　搾取論と労働価値説の検証

　「マルクスの基本定理」はOkishio（1963），　Mori・

shima（1973）等によって，レオンチェフ体系（A，　D

からなる経済の仮定の下で提出された．いま，η×

η投入産出行列湾が生産的で分解不可能であると

仮定すれば，労働価値体系は正のベクトルZ［一

L［1－A］皿1∈R準．によって定義される．このとき，

労働者の1労働日当たりの対応する実質賃金バスケ

ットをベクトルδ∈R孕＋で表すとすると，搾取率は

以下の式で定義されることになる．

　　　　1一五δθ（6）＝
　　　　ノ1ろ

他方，生産価格ρ∈R準＋体系は以下の式で決定され

る．

　　　　　　ρ＝（1＋π）ρ［A＋ろ五］

ここでπ∈Rは均等利潤率を表す．このとき，マル

クスの基本定理は以下の事を主張する．

マルクスの基本定理（Okishio（1963），　Morishima

（1973））：均等利潤率が正である為の必：要ナ分条4≠

ぱ搾願～・率’；が正である享rである．
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　マルクスの基本定理は上述のようなレオンチェフ

体系の仮定の下ばかりでなく，技術選択や固定資本

の存在する経済を描いたフォンノイマン体系の下で

も（森嶋（1974）），さらにより一般的な凸環境経済

（Roemer（1980））でも基本的に成立する事が明らか

にされている．この定理によって，資本主義経済に

おける正の利潤の源泉は唯一，労働搾取の存在だけ

であり，それ故に資本主義社会もまた，直接的生産

者階級の剰余労働を支配階級が搾取する階級社会で

ある，というマルクスの主張の科学性が証明された

と解釈出来るようにも思える．しかしながら，上述

したように，マルクスの搾取説が有意味であるため

には労働価値概念の科学性が示されねばならず，そ

の為には転化論に関するさらなる検証を要する．

　その第一は，「剰余価値率の平均利潤率への転化」

の検証である．この議論の主旨は利潤率が搾取率に

よって規定されることを示すことにあるので，両カ

テゴリーの間に「関数関係」がある事を示せればよ

い．この事は，以下の「森嶋一シートン方程式」

（Morishima＆Seton（1961））によって証明された．

森嶋一シートン方程式（Morishima＆Seton
（1961））2）：経済が均勢長経路にあるときの産出

比率で6っで絆7！苛をクェイみ憎げナることによっ

て搾取率と均孚利潤率の嗣の以下の蕨な衡数衡係が

得られる。

　　　　　　　　　　　　γ
　　　　　　　　π＝θ　　　　　　　　　　　C十y

但し，　γ＝！【6五謬，C＝ノ1A∬，∬ぱ経済が均誠1長

経路κあるまきの産出ベクあノ乞

かくして均等利潤率は搾取率の単調増加連続関数で

ある事が示された．また，「森嶋一シートン方程式」

より，Zし肋＞0でありさえずれば，搾取率は均等利

潤率の上限を与えていることも明らかである．とこ

ろでこの「森嶋一シートン方程式」は労働者の実質

賃金バスケットを全ての個人において同一のものと

して固定した上で得られ，ている．他方，John　E．

Roemer（1981）は労働者の消費選択の問題を導入す

ることによって，実質賃金率が同一であっても選択

される実質賃金バスケットが異なりうる場合におい

ても（したがって個々の労働者の間で搾取率が異な

りうる場合においても），労働者の効用関数が一定

の自然な性質を持つ場合には労働老階級全体の平均

的搾取率と均等利潤率との間には単調増加の関数関
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係がある事を示している．また，効用関数に関する

制約を課さない場合においても単調増加の連続対応

関係が平均的搾取率と均等利潤率との間にある事を

刀くしている．

　「価値の生産価格への転化」に関する，マルクスの

「総計一致の2命題」は森嶋（1974）によって証明さ

れた．森嶋（1974）はマルクスのiteration　process

によって，価値体系が生産価格体系に収束すること

を示した．そしてそのときの生産価格体系と価値体

系をそれぞれ州境成長経路上の産出ベクトルでもっ

て集計して得られる総生産価格と総価値とが一致す

ることを，さらに同様の事が総利潤と総剰余価値と

の間にも成立する事を示した．iteration　processの

初期状態は以下の様な価格体系から出発する．

ガー［1＋楠驚1。詞細・）

ここでプは0期における任意の産出ベクトルであ

る．0期の費用価格が労働価値と等しい様に与えら

れ，それによって得られる第1期の価格ρ1は一般

に労働価値価格Aとは異なる．これがマルクスの

直面した困難であった．それに対する森嶋（1974）の

解決は以下の様にまとめられる．

マルクスの総計一致2命題（Morishima（1974））

　L＞0とする，このまき公式

　　　Iimガ＋1
　　　fり㎝

　　一聰［・＋・五A諮1。詞グ（A…）

が存：在し，その極値1戸1imガ＋1に穿いてぱ以7「の接
　　　　　　　　　　まのお
な産質が成ク立2すなわち，ある正の均勢解物率

π＞0に対して」．

ρ＝（1＋π）ρ［A＋ろ五］

但し，ここで，ρo＝ノ1，認。ぱ庄惹の非費ベクみル

である．さら’こ，このとき，極値必＝limゴでるっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　ピのお
て総計する事によつで，以アの2式が庇立ナる，

　　　　鋼＝！1コじ（総砺諮＝総砺値）

7ψ（ノ1十ろ五）∬＝εノ1わ五∬　（総利潤＝総剰余野馳）

この結論において基本的に総計一致問題として知ら

れるいわゆる転化問題は決着したといえる．

　ところで，この総計一致問題の解決を巡る「転化

論争」に対して，以下の様な批判は伝統的なマルク

ス経済学からは度々出てくるものである：マルクス

の転化論の主旨を理解する事無く，単なる量的一致

問題の解ける，解けないという事実だけで，マルク

スの労働価値論転化論の正否を論じている，と．

すなわち，：量的一致の議論では，価値の価格への転

化の質的な意味を捉えられないにもかかわらず，量

的一致問題の決着で同時に「質的転化」にも決着を

つけたと錯覚しているとの批判である．この「質的

転化」とは，階級的社会関係で生成されている諸形

態（剰余価値，価値）の，市民社会の日常意識で生成

されている諸形態（利潤，生産価格）への転化，物象

化の事であると思われるが，いわゆる総計一致命題

がこのような質的転化それ，自体の証明になり得ない

のは自明の；事である．しかしながら，総計一致命

題がきちんと論証されることでマノレクズの侮値・剰

」余財値体系ぱ日三世’；界のカテゴグーである利潤。生

産侮搭体）系と，それが単なる量的一致に週ぎない6

のであれ，グンケージがつけられ，その七七，マノレ

クスの質的転化，勉象化の謝の：整台屋6宍われな

いのである．それは，価値・剰余価値体系が日常

の市場世界では観察不可能なカテゴリーである故に

必要なのである．マルクスは「資本論1」，「資本論

II」においては価値＝価格の仮定の下で全てを論じ

ているのであり，それ，はもちろん理論的な操作であ

るが，そうであるが故にその操作がwell－definedで

あることは理論的に証明されなければならないので

ある．それが解けなければ「資本論1」と「資本論

III」との整合性は失われるであろう．

　以上の考察によって，少なくとも技術選択や固定

資本の存在しない単純なレオンチェフ経済体系を前

提に議論を進める限り，マルクスの転化論は論理的

整合性を有するものと論証される．しかしながら，

転化論の主旨が総計一致問題を解くことよりも，労

働価値の生産価格への規定関係を明らかにすること

によって，勇胆価値概念の科学性，有効性を示し，

「生産価格は価値の現象形態である」という主張に

根拠を持たせることにあったとすれば，真の問題の

関心はいわゆる「価値法則」の証明を与えることこ

そにあろう．「価値法則」とは，私見に基づけば，市

場の諸商品価格の運動は労働価値の運動によって規

定されているという事，換言すれば，資本主義的生

産過程の背後にある階級的権力関係，搾取関係が，
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市場における商品関係，価格運動を規定する事を主

張する．これもまた，価値と価格の規定関係が論証

されなければ，資本主義経済は階級的権力関係，搾

取関係から成っており，資本とは搾取された労働の

蓄積に他ならないとするマルクスの主張も，単なる

イデオロギー的宣下として片付けられてしまう．

　この価値法則の論証は，単に価値ないしは剰余価

値率と生産価格ないしは平均利潤率との間の関数関

係の存在を示すだけでは不十分である．なぜならば，

価値法則の主旨は，資本主義的生産過程の背後にあ

る階級的権力関係，搾取関係によって市場における

商品関係，価格運動が規定される事を主張する事に

あるので，実質賃金バスケット，もしくは実質賃金

率の変化によって搾取率が変化しうる場合，それが

関数関係的に価格体系の決定に影響を及ぼしている

かどうかについてまで見なければならないのである．

この問題は，実質賃金バスケット，もしくは実質賃

金率が固定されている想定の下で搾取率と利潤率の

間にリンケージを付ける「森嶋一シートン方程式」

の課題とは異なる．この価値法則の論証問題は，

John　E．　Roemer（1981）によって，実質賃金率一定

で，実質賃金バスケットが個々の労働者の消費選択

によって選ばれ，るケースに関して，解が示された．

以下では，実質賃金バスケットー定の下で，実質賃

金率が労資の力関係の変化によって変わりうるケー

スについて見ていこう．それは，第一に，いかなる

任意の搾取率に対しても，各々一意の生産価格体系

が存在する事，第二に，実質賃金の変化に対して，

搾取率は単調減少に対応し，均等利潤率は搾取率の

単調増加関数である事を示すことである．

マルクスの価値法則：　二実質貞li金バズケソみ∂＞0が

一定の下で，呼野貿金率ρ∈R＋が労賛の力尽孫

に依って決定されるとき，平岡率ぱ

　　　　　　　　　　　1－9五ゐ
　　　　　　　ε（9）冨
　　　　　　　　　　　　52五わ

によって定義される6のとナる．そのとき，

1り在i惹に4えられた搾功～率ε＊∈R＋にヌサして」生

産砺割判1系

　　　　　　ρ一（1＋π）ρ［．4＋9ろし］

カ∫一意に存在する．

∫1りθ（9）ぱ単調減少β緻となク，π（θ）は単認轡

加衡数となる．

以上の結論は，価値体系のデータと実質賃金率の
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データから搾取率を計算する手続きを通じた生産価

格体系の決定が可能な事を意味もする．しかしなが

ら，実質賃金バスケットが固定されている下では，

実質賃金率のデータさえ与えられれば，均等利潤率

や生産価格体系は技術体系（ノ1，ム）に基づいて一意

に決定されることは容易に見てとれる．他方，搾取

率や労働価値体系に関しても，生産価格体系の導出

と同様のデータがそろって一意に決定される．この

ことから，Steedman（1977）は，わざわざ労働価値

体系を使う回り道をせずとも技術体系に関するデー

タだけで生産価格体系を導出する事ができると主張

した．この主張は一定の範囲内で確かに正しい．し

かしながら，マルクスの価値法則は，労働価値のデ

ータでもって生産価格体系を導出出来る事を言いた

かった訳ではない事はあえて繰り返すまでもない．1

我々の導出したこの定理も，マルクスの価値法則の

主旨は，一定の仮定の下で見る限り，論理整合的で

ある事を確認するだけのものに過ぎない．

4．数理マルクス経済学の諸成果の意味

　これまで見てきた数理マルクス経済学の成果はマ

ルクスの労働価値説と搾取理論の有効性を裏付ける

もののように見える．だが，これらの成果はマルク

スの基本定理を除けば，単純なレオンチェフ経済体

系の仮定の下だから得られたものであって，技術選

択の問題や固定資本の問題が絡んでくるともはやマ

ルクスの労働価値説は有効性を失ってしまう．マル

クスの基本定理に関してはこれらの問題が絡んでき

た場合でも，搾取率の再定義を行うことで上記の様

な困難を免れている．とは言え，この基本定理の頑

健性から，すでに労働価値説が成立しない状況でも

マルクスの搾取理論の含意自体が維持されていると

見なせるか否かは，以下で見るように問題含みであ

る．さらに，基本定理の頑健性自体も消費選択の問

題が絡んだ場合には問題が生じてくるし，その含意

においても，重大な障害がある事が示される．つま

り，マルクスの基本定理は正の搾取率と正の利潤率

と同値性を示すが，マルクスの搾取論の意味ある論

証の為には，正の利潤率と同値関係が示せるものが

搾取率だけであることまで示せなければならない．

しかしこの事は単純なレオンチェフ経済体系の仮定

の下でも成り立たないのである．同様の問題は総計

一致問題の論証に関しても絡んでくるのである．以

下，これ’らの問題をもう少し詳細に検討する事で，

結論としては数理マルクス経済学の成果はマルクス
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の労働価値説や搾取論の主張の限定性を明らかにし

たと言わざるを得ない事について述べたい．もし数

理マルクス経済学の目的がマルクスの主張の正しさ

を論証することにあったとしたら，その目論見は失

敗だったという結論になるであろう．

4．1数理マルクス経済学による，労働価値説の限

　　界の露呈

　マルクスの労働価値説の検討から始めよう．マル

クスの労働価値説は単純なレオンチェフ経済体系を

前提にする限りその主張の論理的整合性は維持され

た．しかしながら，単純なレオンチェフ経済体系の

仮定は，資本主義経済のモデルとしては単純すぎる．

現実の資本主義経済では，仮に工業生産における土

地の生産要素としての役割が無視できる程度である

ためにこれらの産業における収穫一定は仮定出来た

としても，そこには通常，複数の技術体系（資本財と

労働投入係数との組み合わせ）の間での選択の問題

が存在しているし，生産に際して固定資本財も用い

られるのが一般的である．

　もちろん，これらの要素をモデルに組み込むこと

によっていたずらにモデルを複雑にするよりも，単

純なモデルでより明晰な結論を導く方が良いと言う

側面はある．理論経済学においてモデルとは，当面

するある特定の明らかにすべき課題にとって本質的

と思われる事象だけを組み込んで，それ以外の単に

モデルを繁雑にするだけと思われる事象は捨象して

しまうものであるから，ただ単にモデルを一般化し

て結論を出せば良いというものではない．しかし

我々の当面の問題に関しては，技術選択の余地や固

定資本の存在を許容するようなモデルへの一般化は

意味を持つのである．なぜならば，現代の新古典派

経済学における一般均衡理論の成果によって，いわ

ゆるマルクスの生産価格に相当する長期均衡価格は，

技術選択の余地や固定資本の存在を許容する，より

一般的な経済モデルの前提の下で存在する事が明ら

かにされているからである．したがって，マルクス

の労働価値説が現代の一般均衡論の成果を踏まえて

も，依然として有効である事を示すためには，技術

選択の余地や固定資本の存在を許容するようなより

一般的な経済体系の下でも，労働価値が長期均衡価

格を規定していることを証明出来なければならない．

それによってマルクスの三身一体論批判が現代にお

いても有効であると主張する資格を得るのであり，

労働価値説の優位性を主張する資格を得る．

　だが，Morishima（1973）やSteedman（1977）等の

議論によってすでに知られている様にこの問題に関

して労働価値説はその主張の頑健性を示せなかった

のである．技術選択の問題から見てみよう．今，労

働者の賃金率が9として固定されている下で，資

本家は技術体系（、41，」L1）と技術体系（！12，L2）の選択

問題に直面しているとしよう．資本家は利潤最大化

行動をとるので現行の価格体系ρの下でより収益

性の高い方を選択するであろう．例えば，（∠4エ，五1）

がそうだったとしよう．この時，体系（ノ11，ゐ1）が選

ばれて初めて価値体系ZLIがG41，　L1）に依存して決

定されることに注意しよう．一般に，異なる技術体

系（A1，L1）と技術体系（、42，　L2）に対応する価値体系

五1と五2は異なるベクトルからなる．かくしてこ

の事態は価格体系ρによって価値体系Z【1が決定さ

れたことを意味する．これは価値が価格を規定する

のでなく，価格が価値を規定する事を意味する．ま

た，価格体系ρの下で，技術体系（／11，LI）と技術体

系（・42，L2）の収益性がともに等しい状況を考えてみ

よう．そのとき，任意のα∈［0，1］に関して，両技術

体系の一次結合（α！［1＋（1一α）A2，α乙1＋（1一α）五2）

もまた等しい収益性を生み出すが故に資本家によっ

て選択されうる．それに対応して労働価値体系五

（α）が決定される訳であるが，この様な一次結合は

α∈［0，1］の変化に応じて無限に存在するので結局，

一つの価格体系に対して無限の労働価値体系が存在

しうることになる．これではもはや価値の価格への

規定関係は主張し得ないと言うべきである．どの価

値体系が成立するかは資本家がどのα∈［0，1］を選

択するかによる確率的な帰結に依存するからである．

　固定資本の問題に関しては，結合生産のモデルの

下で，個別労働価値を方程式で求めるときに生じ得

る負の労働価値の指摘で十分であろう．この問題は

森嶋（1974）のフォンノイマン経済モデルにおける価

値の不等式アプローチによって基本的に解決された

と見なされている．そのアプローチの下では，労働

価値は実質賃金バスケットを構成する諸商品の生産

を尤も労働効率性の良い生産方法で行った場合の労

働量として定義され，これは労働者の必要労働を定

義する．しかしそこでは，商品個別の労働価値はも

はや一意に決定されなくなる．その結果，上述した

マルクス労働値値論に関する4つの命題はマルクス

の基本定理以外は全て，棄却される．森嶋（1974）は

このアプローチの採用によって，フォンノイマン経

済モデルにおける転化論の整合性の証明を諦め，マ
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ルクスの基本定理だけを救いとったと言えよう．

　以上より，マルクスの労働価値説の理論的パース

ペクティヴは技術選択や固定資本が存在しない単純

なレオンチェフ経済体系の世界に限定されると言わ

ざるを得ない．すなわち，価値法則は技術選択や固

定資本が存在する経済体系を前提すれば，論理整合

的な主張ではなくなる．では，単純なレオンチェフ

経済体系の世界では間違いなく労働価値の有効性を

主張できるかというとこれにも実は問題がある．

我々はすでに，総計一致問題において，初期時点で

費用価格を労働価値で表してiteration　processを

施すことによって生産価格体系が導出される事をみ

た．この操作は価値の価格への転化の正しい手続き

と理解されているところのものであるが，この操作

によって生産価格体系を導出出来るのは労働価値だ

けではないという問題がある．数学的には任意の価

格ベクトルでもって初期時点の費用価格を評価した

場合でもiteration　processを施すことによって生

産価格体系が導出されるのである．その事は「マル

クスの総計一致2命題」のiteration　processの証明

（「数学付録」を参照の事．）より，容易に確認出来

る．

4．2数理マルクス経済学による，マルクス派搾取

　　理論の含意の喪失

　他方，マルクスの基本定理に関しては，必要労働

を不等式体系の下で賃金バスケットを生産する最小

労働量として定義する，搾取率の再定義によって，

技術選択も固定資本も存在するフォンノイマン経済

体系の下でも定理の頑健性が基本的に維持される．

さらにモデルを一般化して，必ずしも収穫一定に限

定されない，単に凸な生産可能性集合の想定がなさ

れただけの経済環境においても，マルクスの基本定

理は基本的に頑健である．これらの事は森嶋（1974）

やRoemer（1980）によって示された．ここで「基本

的に」という限定的な言い回しをしたのは，資本家

の利潤最大化の結果，必ずしもフォンノイマン均斎

成長解に到達しなかった場合に，ゼロの搾取率と正

の利潤率が両立してしまう劣位的生産技術の存在の

問題があるからであるが，ここではこの問題には立

ち入らない．

　では基本定理の頑健性によって，マルクスの搾取

理論の有効性が，とりわけその含意の有効性が維持

されていると言えるであろうか？必ずしもそのよう

には言えない．第一に，労働価値概念の有効性が棄
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却されてしまった下では，再定義された搾取率に意

味があるのかという問題である．労働価値が価格を

規定しており，そして労働力商品が使用価値として

は価値増殖機能を有しているという労働価値説の有

効性があればこそ，搾取率の定義式は搾取の存在の

表現形式として意味を有したのである．しかし再定

義された搾取率の下では，労働老の1労働日と彼が

一日目生活に要する実質賃金バスケットの生産に要

する最小労働量との間に格差があるという事だけで

あって，そこから非公正な社会状況を示唆する含意

は生じない．確かにこの最小労働量でもって労働者

の必要労働と解釈することは可能かもしれない．し

たがって，労働者の労働の中に剰余労働が含まれる

との解釈も可能である．しかし，資本家の占有する

資本が剰余労働の蓄積であるとの主張は労働価値説

が有効でありえて初めて意味を持つものであったか

ら，1労働日と一日の生活に要する実質賃金バスケ

ットの生産に要する最小労働量との間に格差がある

という事でもって，マルクスの搾取説の含意を持た

せるのは難しいといえよう31．また，この定義から

は労働の不等価交換という含意も引き出しえない．

もはや，ここでは労働量は価値尺度としての意味を

有していないからである．この事態を労働の不等価

交換という老があったとすれば，彼は単に誤った価

値尺度財を使って評価しているに過ぎないのだと言

われるだけであろう．なぜならば，労働価値が価格

を規定する事はこの文脈では主張できないからであ

る．

　以上の考察は，マルクスの基本定理それ自体の頑

健性は維持しえても，マルクス搾取論の本来の含意

を維持させることは難しい事を示すものであった．

以下ではマルクスの基本定理それ自体にも実は問題

があるのだということを見たい．第一の問題は労働

者の消費選択の問題を考察したときに生じる．個々

の労働者が異なる消費選択を行った場合，労働者

各々の搾取率はたとえ実質賃金率が同一であっても

異なってくる．この場合，労働者階級の平均的搾取

率を見る限り，マルクスの基本定理が成立する事は

レオンチェフ経済でもフォンノイマン経済でも証明

される．しかしながら，このとき，個々の労働者の

搾取率を見ていくと，正の利潤率が成立している経

済状態の下で負の搾取率をもつ労働者が存在すると

いうケースがフォンノイマン経済の下では生じてき

てしまう事が吉原（1992）によって明らかにされてい

るのである．
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　今，各産業工程内の労働者の消費需要関数は全て

等しいが産業工程間のそれが異なっていると仮定し

よう．（B，・4，L）でフォンノイマン経済体系を表し，

それぞれ，Bはη×甥型産出行列，　Aはη×勉型

投入行列で，乙は挽×魏型の労働投入行列でその

非対角成分はすべてゼロであるようなものであると

しよう．労働者の実質賃金率は1に基準化されてい

ると考え，価格ρ∈躍に対する工程ゴの労働者の

需要関数を議（ρ）と表すものとしよう．このとき，

ρ・4f（ρ）＝1が成立している．このη×1ベクトル

4ガ（ρ）を産業工程のインデックスの順番に勉個並

べることでη×勉型需要行列D（ρ）を得る．その

とき，フォンノイマン経済体系の均斎成長解は以下

の条件を満たす，⑰＊，ヵ＊，π）∈R箏×理×Rであ

る：

　　　（1）ρ＊B≦（1＋π）［ρ＊A＋δL］

　　　（2）がB灘＊＝（1＋π）［が．4＋δL］認＊

　　　（3）　B∬＊≧（1十π）レ1十D（ρ＊）L］∬＊

　　　（4）　1）＊B必＊＞0．

但しここでδは1×甥ベクトルでその成分は全て1

から成っているものである4）．労働者階級の平均搾

取率を求めるために，労働者階級全体の需要関数4

⑦）を以下の様に定義する：

4（カ）一Dp♂

ここでか4（ρ）＝1が成立する事に注意せよ．この

とき労働者階級の平均的搾取率は，問題

minδ勘s．’．、翫≧肋＋4（ρ）
．r∈R㌍

　　δL∬o
者の搾取率は，問題

の解δL必。によって定まる必要労働量を基にして
　1一δ五灘。
θ＝　　　　　と定義される．他方，各工程ガの労働

minδ劫s．’．翫≧肋＋4、（ヵ）
ぼ∈R㌍

の解δしげ。によって定まる必要勇働量を基にして

θ＝ @δLゴ・

理が成立する．

1一δLゴ。
　　　　と定義される． このとき，以下の定

異なる消費需要の下でのマルクスの基本定理

（吉原（1992））：経済がフォンノイマン罪報長吉

⑰＊，が，π）∈R孕×R旱×Rの下～こあるとしよう．

このとき，　π＞0と成る為の必要ナ分条件ぱθ＞0

である．

しかしながら，上述の定理は以下の直な反例を排除

出来ないのである．

均斎成長解が正の利潤率を持つときに個人的には負

の搾取率をもつ労働者が存在する例（吉原（1992））：

繍㈱B一 w糊且一［1訂・一

［ll］・す・・こ暁鰍・一（・／…／・）の

ときの工程1，2それぞれの，、所得1の下での滑

熊酬・）一［1｝誘（・）一［、1、］・す・・この・

鋼一
eグー（1／3，2／3）・・一青が…

均徽長暦である，このとき，労働考階級の平均消

鰍・（・）一壱函（場漉（・）一［lll］鷹・

また，この経済でぱ（B－A）　1が存在してし

　　　　（B－A）　［鞭、翻3］

と成る．　したがっで，

（B－A）一14（カ）一［黙⊃lll13］匿ll］［2謙3］一♂

よ　ク，　　δZ泌。＝0，854．　カ｝ぐ　乙！て㍉　　1一δZ溜。＞0　よ　ク，

擢かにθ＞0．しかしながら第1工程の労鮨につ

いて月てみると，

（B一応・）一［駅、調［1］

　　　　　　　　一雌、］

・・♂一［4％43］・妬か・・て・一…1・

く0よク，　ε1〈0まなる．

この例は，すでに労働者の消費選択可能性を導入し

たフォンノイマン経済ではマルクスの基本定理は正

の利潤率をもつ均斎成長解のアルゴリズムを与える

役割以上のものを持たないことを示している．その

定理はもはやマルクスの搾取論の理論的整合性を支

持するような意味を与えることはできない．なぜな

らば，全労働老が同一の実質賃金を受け取っていな
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がら，各々の消費選択の違いによって搾取されてい

る労働者と搾取され，ない労働者が出てくるというこ

とは，そもそも利潤の源泉を資本家による労働者へ

の搾取と見なす理論自体の不整合を示しているがら

である．

　以上の議論はしかしながら，フォンノイマン経済

において労働者の異なる消費選択を導入した際に生

じてきた問題であって，単純なレオンチェフ経済を

前提する限り，労働者の異なる消費選択を導入した

としてもこの様な問題は生じないのである．では，

マルクスの搾取論は単純なレオンチェフ経済を前提

する限り，頑健なのであろうか？それに対する答え

が以下の一般化された商品搾取定理（Bowles＆

Gintis（1981），Samuelson（1982），Roemer（1982））に

よって与えられる．この定理によって，マルクスの

搾取理論は最終的な鉄槌を食らわされたと言ってよ

い．なぜならば，これは正の利潤存在の源泉は唯一，

労働搾取の存在であるというマルクスの搾取論の主

旨を根本から覆すものであるからである．

一般化された商品搾取定理（Bowles＆Gintis
（1981），Samuelson（1982），　Roemer（1982））：単二

なレオンチェフ経済を想定する，任意の二七んを

1一単位生崖＝するのに直接駿に愛与される商三々の

総量が1よクる4、さい碍1，三編たの撒・率な正で

あるとする．この碍～労働の搾」牧率が正’であること

と在惹の商日々の撒率が正’である事とぱ局値で，

いずγτ6正の利灘の必要fナ分条件である．

この定理を突き詰めると，正の利潤の必要十分条件

は正の剰余生産物が生産可能である事であるという

究めて自明な命題に行き着いてしまう．つまり，正

の搾取の存在云々の議論は結局のところ，正の剰余

生産物をいかなるニュメレール財で量るかという議

論と論理的に同値になってしまうのである．実際，

以下の「数学付録」の「一般化され，た商品搾取定理

の証明」の中で，我々は正の剰余生産物の生産可能

性と任意商品の正搾取率の存在とが同値であること

を導き出している．

　正の剰余生産物の生産可能性が正の利潤の必要十

分条件であるとすると，労働搾取論よりもむしろ，

私的所有を前提にする限り，資本財所有者が利潤を

獲得する正当性を認める議論の方がより説得的であ

るように思われる．以下の例の考察より，その事を

見ていこう．今，一人の生産者が一日の生存のため
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に最低限必要な消費財バスケットが6∈R孕である

とする．これらの財バスケットは彼の労働の投入だ

けで生産可能で，その技術関係は労働投入ベクトル

L∈R孕で表されるとする．今，彼の1労働日の労

働によってちょうどδ∈R準だけの生産が可能であ

るとする．すなわち，五必＝1となるエ∈R孕に関し

て謬＝ゐである．ところでこの消費財バスケットは

ある物的資本財を導入する事によっても生産可能で

あるとしよう．この資本財は流動資本財のバスケッ

トであって，その技術力は産出投入行列Aで表せ

るとしよう．ところでこの資本財はある資本家の所

有物であって，彼はω∈R旱の資本を持っている．

その大きさは彼の1労働日の労働によってちょうど

使い切るようなものであるとしよう．すなわち，

L＊認＝1となる灘∈R撃に関して、4灘＝ωとなる．

生産技術体系がし4，五＊）の下では，純生産物は1

労働日において灘一五∬で表せるが，このとき，

∬一A必〉ろであるとしよう．したがって，この生産

者は同じ1労働日で生存ぎりぎり以上の財を生産で

きる技術体系（AL＊）の方を良しと見なして資本家

ωにのレンタルを要請するだろう．その際にωの

レンタルの見返りに資本家が何も得られなければ彼

はこの生産者にレンタルしょうとはしないだろう．

なぜならば，この生産者と同じ境遇にいる生産者は

他に大勢おり，彼等は資本家にもっといい条件での

レンタルを申し出る誘因があるからである．つまり，

〃＝躍一AJr一δ＞0の一部を資本家にレヒタルの見

返りとして支払うという契約を条件で提示する事で

彼等は資本財をレンタルしてもらうことが出来，そ

れによって尚，生存ぎりぎり以上の財を手に入れる

ことが出来るからである．他方，資本家はレンタル

の条件として〃＝エー．4』p一ゐを上回る支払いを要求

しはしないであろう．そのような要求をすれば，生

産者のいずれも自分の労働だけで生産する方が良く

なってし．まうので，誰もこの資本財のレンタルを需

要しないからである．結局，資本家のレンタルの条

件は［0，詞の間でのどこかの点〃＊で財の支払い水

準が決まる形になるだろう．それは資本財の需要者

と供給者の間での勢力争いを反映した資本市場での

均衡として決定されよう．このとき財の価格体系が

ρであったとすれば，勿＊こそが資本家の獲得する

利潤である．

　以上の議論はRoemer（1988）によって成された議

論に基づいたもので，私的所有関係を前提にする限

り，資本家の利潤請求権を正当と見なしうる事を示
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している．この例の場合でも，資本財をレンタルし

て生産活動を行う各生産者に関して搾取率を定義す

る事はでき，この体系の下では資本家がレンタルへ

の対価として正の利潤を受け取る限り，正の搾取率

が存在する事を見ることができよう．しかしながら，

この場合の「労働搾取の存在」は何ら資本家の利潤

収入の不当性を意味しないであろう．なぜならば，

この例は利潤の源泉が労働者の剰余労働の搾り取り

にあるというよりも，明らかに資本財の生産過程へ

の導入による生産性の上昇にこそあり，また，資本

レンタルの需要に比して供給しうる資本レンタルが

稀少である嘉こそに資本家の利潤獲得の根拠がある

事を示している．実際，この種の資本財が生産老達

にとってあり余るほどに豊潤に存在すれば誰も正の

レンタル価格を支払ってまで資本家から借りようと

はしないであろう．他方，全ての生産者たちの1労

働日を雇うに等しいほどの資本レンタルの供給がな

されない限り，資本家は生産者達の一日の生存に最

低限必要な消費財バスケットを保証する範囲内でレ

ンタル価格を釣り上げることが出来るであろう．以

上の話は資本主義経済における相対的過剰人口の存

在こそが資本家の収益性を保証するというマルクス

やカレツキーの主張を裏付けるものでもある．

5．結び

　これまでの議論によって，資本主義の正の利潤の

源泉は唯一労働搾取の存在にあるという主張は成り

立たない事，及び，私的所有関係を前提する限り，

資本家の正の利潤の獲得は何ら不当なものではない

事，それゆえにまた，「労働搾取の存在」も資本主義

体制の不当性を示す事態とはいい難い事を論じてき

た．これらは事実上，マルクスの搾取理論の否定を

意味しよう．だが，これまでの議論は私的所有関係

を前提にして行ったものであり，私的所有関係それ

自体のもつ意味への分析のメスは加えられて来なか

った．しかしながら私的所有関係の存在は資本主義

経済を特徴づける本質的な要素の一つである．それ

が果たして社会状態に関して不公正と判断せざるを

得ないような状態を生み出す要因に成っているのか，

そして果たしてその場合にマルクス的な労働搾取の

存在が関連性をもつものなのか否か？その問題に最

初に取り組んだ研究がRoemer（1982）であり，搾取

と所有関係，及び，労資の権力関係に関する評価を

めぐる，RoemerとBowles＆Gintis等のラディカ

ル派との論争も絡んで，80年代以降の数理マルクス

経済学における一つのトピックになっていくのであ
る5，．

　　付下：転化問題に関する“New　Solution”

　　　　　アプローチについて

　以下，Lipietz（1982）に沿って転形問題に関する

“New　Solution”アプローチについて見て行こう．

経済の技術体系を（、4，五）としよう．行列Aが生産

的であるという仮定を置くことにより，X（A）：一

町∈R判（1－A）必＞0｝という集合は非空であり，

従って，非負の純産出ベクトルの集合，｝7（A）：＝

｛〃∈R撃＋1ヨ灘＞0，〃＝（1一、4）副は非空である．今，

ある純産出ベクトル〃∈｝7（A）をニュメレール合

成財（貨幣財）とする．そのとき，価格シンプレック

スは以下の様に定義される：

　　　　　∠（〃）：一｛ρ∈R孕1ρ・シ＝1｝

ここで〃∈y（A）所与の下で，ニュメレール合成財

の労働価値はノ1〃で与えられる．ここで，任意の

〃・珊麟・・ωに関・て・βω・一舞

五〃である事に注意しよう．Lipietz（1982）はさらに，

以下の様にして，搾取率を定義する：名目賃金率ω

∈R＋＋，及びニュメレール合成財〃の労働価値β

（〃）の下で，労働者の搾取率は

　　　　　・（ω，〃）・一顧

として与えられる．搾取率に関するこのような新た

な定義に基づいて，Lipietz（1982）はマルクスの転化

問題は容易に解決され得る事を以下のように示した．

マルクスの総計一致2命題への“New　Solution”

（Lipietz（1982））：ノ1〃＝1と，なるよう’なニュ〆レー

ル合或財〃∈γ（A）を庄惹＝に選択しよう．このと

き，所一タの名身賃金率㍑，∈R＋＋の下口ある瀦

体系ρ∈4ωがミ均箏禰率π∈R＋を伴う生産三

野激系であるとしよう．このまき，彙計因子としで

∬＝σ一、4）一1〃を齢事によっ蔦総傭二二餌殖

．及び；1総利潤＝網｝余三値　すなわち！

　　　　　力即；β（ン）躍

π（ρ／1＋zθL）認一く～（zσ，〃）β（〃）ω、L認

が硫立する．

ここで，〃∈｝7（湾）はZ【〃＝1コ口う条件を満たすも
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のとして選ばれており，ρ∈∠（〃）である事から，〃

の選出の仕方，すなわち灘の選出の仕方，及びρの

定義それ自体より，総価格＝総価値の関係が従う事

を確認できよう．従って，示すべきは総利潤＝総剰

余価値の関係である．

　ところで，置塩（1977）や森嶋（1974）の研究によっ

て明らかにされていたように，勇働価値が財一単位

当たり生産に直接，及び間接に投下される労働時間

、4として定義される場合には，一般にマルクスの総

計一致2命題は成立せず，従って，総価格＝総価値

が成立するようにを選出した場合，その総利潤＝総

剰余価値は成立しないはずであった．この問題を解

決する為に森嶋（1974）は，任意の集計因子ではなく，

フォン・ノイマン成長経路上の産出ベクトルを集計

因子として選ぶ事によって，総計一致2命題が成立

する事を示したのであった．

　他方，ここでのLipietz（1982）の議論では，蛍働価

値を定義する際に，ある選出されたニュメレール合

成財（貨幣財）〃の一単位当たり生産に直接，及び間

接に投下される労働時間β（のを労働価値の価値標

準と定め，これによって各商品の価値を測る事にな

る．搾取率もまたニュメレール合成財（貨幣財）の労

働価値β（のに基づいて定義されるわけであるが，

そのような定義に基づく限り，集計因子をちょうど

総価格＝総価値が成立するように任意に選んだとし

ても総利潤＝総剰余価値が成立する事を，Lipietz

（1982）は示している．これが，転化問題に関する

Lipietzの“New　Solution”と言われるアプローチ

である．上記の命題における条件Z［〃＝1は，単に

ンをシンプレックス∠（ノ1）＝＝｛〃∈R剰五・〃＝1｝上

で選べと言っているだけであり，従ってかなり広い

範囲での非負ベクトルの可能性を許している．そし

て，∬は（1一ノ1）一1〃として定められ，るものとされ

ているので，集計因子もまた極めて広い範囲で選択

可能であると言ってよい．従って，Lipietz（1982）に

よる転化問題の解決方法は，フォン・ノイマン成長

経路上の産出ベクトルを集計因子として選ぶ事を要

請する森嶋（1974）の方法に比して，一見，はるかに

強い結果である様に見える．

　しかし問題は，Lipietz（1982）の搾取率の定義が果

たしてマルクス派の搾取概念をより適切に定式化し

たものとして評価できるか否かにある．第一に，

Lipietz（1982）の搾取率の定義では，労働者の搾取率

はニュメレーノレ合成財（貨幣財）の選出の仕方に応じ

て，その値が可変的である．しかし，マルクスの本
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来意図した労働搾取の概念は，何が貨幣財として選

出されるかという問題とは独立に定義づけられるも

のであった事は間違いない．この点だけからして，

Lipietz（1982）の搾取率の定義はマルクス派の労働

搾取の定義として疑わしいと見なす事ができよう．

第二に，Lipietz（1982）の搾取率θ（ω，　y）の定義よ

り明らかに，彼の定義の下ではβ（の卿＝副1〃が，

労働者の一労働日当たりの必要労働時間を意味する

ものとなる．しかし，このωノ1〃がなぜ勝働者の一

労働日当たりの必要労働時間を意味する事ができる

のかは，不明瞭である．なぜならば，〃は貨幣財と

して自由に選ばれ，たものであり，いわゆる労働力再

生産に不可欠な生存賃金バスケットδ∈R乳とは全

く無関係な概念である．

　もっとも，貨幣財として特に〃＝わを取れば，そ

の場合，労働者の名目賃金率躍は実質賃金率∫2と

一致するので，蹴1〃は労働老の一労働日当たりの

必要労働時間ざ2」4∂として解釈することが可能であ

る．さらにもしこのときに，価格の集合を

　∠（δ，ノ1）1＝｛ρ∈R到ρろ；α｝，但し，α＝ノ1う

と定める事が許され，るならば，やはりこの価格集合

上で定義される生産価格及び均等利潤率に関して，

総計一致2命題が成立する事を確認する事ができる．

しかしこの∠⑦，ノ1）のような価格集合は，α＝1で

ない限り，∂が貨幣財であるという仮定に矛盾して

いる．δが貨幣財であるならば，加＝1とならねば

ならないからである．また，労働者の名目賃金率ω

が実質賃金率9と一致すると想定できるのは一般

にゐが貨幣財である場合だけである．また，〃＝わ

を取った上で，総利潤＝総剰余価値：

π（ρA十ωL）灘＝θ（ざ2，δ）α【う肋，

　但し必＝（1一、4）一1ろ

という関係をLipietz（1982）の定理の証明を適用し

て導出する為には，名目賃金率側が実質賃金率9

と一致していなければならない．従って，わはやは

り貨幣財として機能していなければならない．しか

しδを貨幣財として，価格がシンプレックスノ1（ゐ）

上で定義される限り，総利潤＝総剰余価値という関

係が偶々成立したとしても，総価格＝総価値が成立

する保証はなくなる．なぜならば，4ろ＝1となる保

証は一般にどこにもないからである．さらにノ1δ＝

1となる保証がないという事は，Lipietz（1982）の定

理の前提条件が〃＝うにおいてはそもそも満たされ
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ない事を意味し，よって，定理の帰結を得られる保

証がない事を意味する．ここで五は経済の技術体

系から，生存賃金バスケットの患うとは全く独立

に，決定されるものであり，うもまたパラメーター

である．よって，ノ1ろ＝1とするべく調整する変数は

どこにも存在しないのである．

　かくして，鍬丑〃を一労働日当たりの必要労働時

間として解釈・定義した上で，Lipietz（1982）の定理

を用いて，マルクスの総計一致2命題問題の解決を

図るという可能性は絶たれた事になる．以上の議論

より，Lipietz（1982）の“New　Solution”は，マルク

スの労働搾取の定義に基づいて，いわゆる転化問題

の解決に成功したものと評価する事は出来ないと言

えよう．転化問題の解で森嶋（1974）のアプローチを

超えるものは，依然として存在していないと言って

よい．

　　　　　　　　　　　　　（一橋大学経済研究所）

　　　　　　　　　数学付録

1．マルクスの総計一致2命題（Morishima（1974））

の証明．

　証明は以下の数学的レンマを用いる．

レンマ1：η×η正行列〃＞0が与えられていると

き，定差方程式，

　　　　　　　　　ゴ＋1＝ル働♂

を考える．このとき，任意の初期値∬o≧0からスタ

ートして，各部門ガ＝1，、4，ηに関して，μ1＝誘＋1熔

と定めると，全てのガ＝1，ノ1，ηに関して，

　　　　　　　　1imμ1＝μ（M）．
　　　　　　　　‘→oo

但し，μ（〃）はMのフロベニウス固有値である．

また，limゴが存在してそれはμ（〃）に属するフロ
　　　じロの
べニウス固有ベクトルとなる．

レンマ2：η×η正行列〃＞0が与えられていると

き，そのフロベニウス固有値μ（M）＞0が存在し，

そのとき，

　　　　　　基聖｝（　1μ（〃）ノ匠γ一灘・ρ

但し，必はμ（〃）に属する固有列ベクトル，ヵは

μ（M）に属する固有行ベクトルであって，伽＝1を

究
t

　
た
研
満

今，ル1＝／1十ろ五とおくと，五＞0よりM＞0とな

る．また，

　　　　・＋・五A誤籍ILゴー五鑑

である事より，産出水準の決定方程式を

・・＋・一 V識・

と定める．レンマ1より，全てのガ＝1，五，ηに関し
て・聰（・‘・1／薫μ∫）一・（〃）・な・，・らに

1im♂；灘となる事より，
亡一・oo

　　　ノ1躍
　　　　　伽記＝　　ノ1漁

　　　　　　　　五灘　　　　　　　　　　　　　　ノ1∂」L躍
　　　　　　　　　　　　　　　　　であり，分解となる．ここで　　　　　　　　　　＝1十θ　　　　　　　　、4ル㍑　　　　　　　　　　　　　　五傭
不能な非負行列の非負固有値問題の解はフロベニウ

・根だけで・…から撚一。あであ・の

で，結局

　　　　　　　　　五δ乙灘
　　　　　　　1十θ　　　　　　　　　　　　；1十π．
　　　　　　　　　∠4愉

その結果，問題は

が＋1＝（1＋π）グ〃

のiterationに還元される．

ここで，

（1＋π）グ〃＝（1＋π）’ノ1114ご

であることと，レンマ2より，

　　　　　　lim（1＋π）‘五〃＝α・ρ
　　　　　　‘→oo

但しα＝ノ勧である．ここでαは定数であるので，

結局これで生産価格体系が導出されたことになる．

ここでグ＋1＝（1＋π）グ〃の両辺に固有ベクトル躍

＞0を乗ずれば

ρ’＋1躍；（1＋π）がル耽

ここで躍二（1十π）翫より，全ての’＝0，1，2，ノ1に

対して，グ＋1認＝ク％が成立する事から，1imグ催＝鋤
　　　　　　　　　　　　　　　　　　まのの
＝ノ㍑が成立する．同様に，全ての’＝0，1，2，ノ1に
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対して，ガ漁＝ノ4漁が成立していることから，

　limカご＋1必一グ読＝㌶一ρ伽＝ZLr－ZL翫
　　‘→oo

ここで，鋼一力漁＝πρ肱τ及び，ノ勧一！1ル㍑一

θ五δゐ謬より，上式は総利潤一総剰余価値を意味す

る．　Q．E．D．
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る．今，労働者の実質賃金率を1に基準化して拡大

投入産出行列をM＝A＋わしで定めれば，経済が剰

余生産物を生産可能であるとは，∬＞1晩と成るよ

うなベクトル∬＞0が存在する事と定義される．

　一般化された商品搾取定理は以下の2つのレンマ

を用いて証明される．

2．マルクスの価値法則の証明

i）について．今，ゐ＞oを固定し，価格体系をρδ＝1

に基準化する．ε＊∈R＋を任意に一つ与える．

　　　　　W：＝B2∈R＋1θ（9）；θ＊］

としよう．搾取率の定義式より，一般にε（9）＝
　1
　　－1であることから，Wはsingleton　setであざ2！1み

る事が解る．Wの要素を今，9（6＊）としよう．θ＊

がある有限の非負値であることから9（2＊）は正数

でなけれ，ばならない．そのとき，Aが分解不可能で

あることから拡大投入産出行列

〃（θ＊）：＝［A＋9（6＊）δL］

もまた，分解不可能な非負行列となる．かくしてペ

ロンーフロベニウス定理により

及び，

（1＋π（θ＊））＞0

ρ（θ＊）一（1＋π（2＊））［ρ（θ＊）A＋9（ε＊）司

を満たすρ（ε＊）＞0が一意に決定する．ここで

π（2＊）の非負値性はマルクスの基本定理によって

保証されている．

ii）について．θ（ρ）の単調減少性は明らか．次に

π（のの単調増加性について．ε（9）の単調減少性

より，召〉θ＊は対応する9（θ）＜ρ（2＊）を意味する．

したがってM（θ）≦M（2＊），そのとき，対応するプ

ロベニウス根に関してMの分解不可能性より，

μ（〃（θ））〈μ（〃（ε＊））となる事が知られている．

π一μ（M）一L1の関係より，π（ε）〉π（2＊）が導か

れる．Q．ED．

3．一般化された商品搾取定理の証明

　以下の議論ではし＞0，及び，・4が分解不能かつ

生産的であると仮定する．、4が生産的とはエ〉．4認

となるようなベクトノレ躍＞0が存在する事を意味す

レンマ3：労働の搾取率が正である事と経済が剰余

生産物を生産可能である事とは同値である．

レンマ4：任意の商品々∈｛1，五，η｝の搾取率が正で

ある事と経済が剰余生産物を生産可能である事とは

同値である．

レンマ3の証明：ε（の＞0⇔1一五ろ＞0である．

1一五うにある正のスカラーを右から乗ずると，

　Ljじ＊一ノ16L∬＊＞0

⇔五（∫一ノ1）一1（1－A）灘＊一五δL認＊＞0

⇔ノ1［∫一（A十δL）批＊＞0．

ここでし＞0と，Aが分解不能かつ生産的である事

から（∫一／1）一1＞0であることにより，五＞0．よっ

て［1一（A干ろ五）批＊≧0．また，五エ＊＞0より，∬＊≧

0．このとき，strong　solvabilityの条件が成立する

ので，非負の逆行列［∫一（A＋ろし）］一1≧0が存在す

る．さらに

　　　　　　　　ル1＝A十ろし

は分解不能なので，［∫一（A＋6L）］　1＞0．

　今，ある商品ブの生産プロセスでは，ガー必αり＊＝

0と仮定しよう．∬＊≧0より，この事は［1一〃］」ニ0

を意味し，したがって［∫一ルf］＝0となるが，これ，は

strong　solvabilityの条件が成立する事に矛盾．よ

って，［1－M］必＊＞0．さらに，［1一〃］一1＞0より，

♂＞0．すなわち，ある適当なエ＊＞0に対して

　　　　　　　　［1－M］灘＊＞0

が成立した．

　次に，ある適当な♂＞0に対して［1一〃批＊＞0

とすると，五＞0を左に乗ずることで

　　　　　　ノ1［∫一（A十δ五）物＊＞0．

先の議論より，これはθ（δ）＞0に同値である．

Q．ED．

レンマ4の証明：任意の商品々∈｛1，ノ1，1η｝を選び，

労働力商品も含めて諸商品の1単位の生産のために
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直接間接に必要な商品んの量を表記した1×（η

十1）型ベクトルをΨ＝（び1，ノ1，θ々，ノ1，砺彷、＋1）で表

す．ここでη＋1は労働力商品のindexとする．こ

のΨを々価値ベクトルといい，各商品の々価値は

θ」＝偏＋Σ〃f砺＋o。＋1ゐノ∀ノ∈｛1，Zl，，z｝（1）
　　　　ご≠々，η＋1

　　　　　　砺＋1＝∂々＋Σθゑ　　 （2）

　　　　　　　　　　　　f≠舟，η＋1

（1）に（2）を代入すると，

〃，＝‘z短＋　Σ　〃ごαび＋ゐん五ゴ＋　Σ　助δfム
　　　　ビ≠ぬ，η十1　　　　　　　　　　　　　ご≠た9η十1

　　カ　＝Σθご（㊨十うピ五，）＋（1一ω（α厨＋ろ々、Lノ）（3）
　　ご＝1

（3）をベクトル表示すると

ψ＝Ψ［／1十層目］十（1一び々）［．4十ろ五］々

ただし，［A＋尻］々は［湾＋ろ五］の第ん行ベクトル．

これを変形すると

ψ’ m1一（ノ1一トδ1，）］＝　（1－zノん）［ノ1一←∂乙］彪　　（4）

今，ある適当な灘＊＞0に対して［1一ルf批＊＞0とす

ると，！匠の分解不能性より，［1一〃］一1＞0が存在．

この逆行列を（4）式の両辺に右から乗ずれば，

　Ψ＝（1一〃々）レ1十δL］彦（1一〃）一1

⇔（1一砺）一［A＋ゐ五］・（1一〃）一・＞0

ここで晦＝1ならば，ψ’＝0となり，これは晦＝1

に矛盾．砺＞1ならば，ψ〈0となり，これまた

砺＞1に矛盾．よって1一砺＞0，ψ＞0が成立する．

1一砺＞0は商品々の正の搾取の存在を意味する．

　逆に1一〃々＞0，望「≧0のとき，図十ゐL］々＞0であ

るから（4）式よりweak　solvabilityとHawkins－

Simon条件の同値性より，［1一（湾＋∂、L）P≧0が

存在する．このときある正のベクトル6＞0をとっ

て左から乗ずると［∫一（直＋δ五）］一lo＞0とならなけ

ればならない．もし［∫一（／1十ゐ、乙）］一1cがゼロ成分

をもつとするとそれは対応する［1一（A十6五）］『1の

行ベクトルがゼロベクトルであることを意味するが

研　　究

それは［1一（A＋∂、乙）Pの行列式がぜロになること

を意味し，矛盾である．ここで

謬＊＝［1一（、4匿うゐ）］一10

とすれば，認＊＞0に対してロール∫動＊＞0となる．

QED．

一般化された商品搾取定理の証明：レンマ3とレン

マ4より，正の労働搾取と任意の商品の正の搾取の

存在とは同値である．かくして，マルクスの基本定

理より，正の利潤の必要十分条件は任意の商品の正

の搾取の存在である．Q．ED．

4．Lipietz（1982）の“New　Solution”による総計一

致2命題の証明：最初に，各所与の名目賃金率及び

任意の貨幣財に対して，必ず生産価格体系が一意に

存在する事を確認する事から始めよう．

　ρ∈∠（〃）を均等利潤率を伴う生産価格体系であ

るとしよう：

ρ＝（1＋π）［ρA＋躍L］．

ω乙＞0であるので，ヵ〉（1十π）ρ直，従ってρ＞0で

ある．これは［1一（1＋π）A】一1＞0が存在して，

ρ＝（1＋π）ω五［∫一（1＋π）A］　1

となる事を意味する．定義よりρ∈」（のなので，

1＝（1＋π）ωム［1一（1＋π）A］一1〃

である．β（4）＝ノ1ンである；事から，

ノ1〃＝β（〃）（1＋π）z〃五［1一（1＋π）A］一1〃

が成立する．搾取率ε（ω，〃）の定義より，

・〃一（1＋・）（、＋。1。，“））・［・一（・＋・）晒

となる．ここで2（卿，〃）；≧0より，もしπ＝0なら

ば，
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姻1＋・）（1誌“））・［・一（1＋・）硝　幽幽：嵩鑑＝h加

となる．さらに である．今，β（〃）＝五〃＝1である事から，

・＋・（、＋。1。，“））・［・一（1＋・）晒

一（1＋・）（1＋。1。，“））・萬［（1＋・剛

（1－zの一召（z〃，〃）β（〃）z〃

である．かくして，

である事から，

撫1＋・（　　11＋2ω，〃））・［・一（・＋・）五］一L〃一・・

π＊ mρ＊／1＋zθ五1認＝ε（ω，〃）β（シ）ω五必

が成立する．Q．E．D．

となる．ところで，関数

（・＋・）（ 　　1
1十6（ω，〃）

）・［・《・＋・）AP〃

はπに関して連続かつ強単調増加であるので，中間

値の定理より，ある一意のπ＊＝π（既ノ，4）≧0が存在

して，

五〃一（1＋・・）（1＋。1。，，））・［・一（1＋㎡）晒

となる．よって，π一π＊とならなければならず，生

産価格体系もある一意の価格ベクトルが＝ρ（ω，の

が存在して，このとき

が＝（1＋π＊）ωL［1一（1＋π＊）！1］一1

が成立する．かくしてρ∈∠（〃）はがでなければな

らない．以上で，各所与の名目賃金率ω及び任意

の貨幣財〃に対して，必ず生産価格体系が一意に存

在する事を確認できた．

　次にβ（〃）一ノ1〃＝1であるときに総利潤＝総剰余

価値という関係が確かに得られる事を示そう．今，

ρ＊＝（1＋π＊）［ρ＊A＋ω五］であるとしよう．このと

き，謬＝（1一五）一1〃に関して，

ρ㌦；（1＋π＊）［がA＋ωL膨

である．これは1＝π＊［グA十”五尺十ω五諾を意味

する．かくして，

　注

　1）　今，経済が収穫一定なレオンチェフ体系（A五）か

らなるものとすれ，ぱ，古典派の自然価格体系は

　　　　　　　ρ＝（1＋π）飴＋ωし

で書き表せる．いま，投入産出行列、4が生産的で分解

不可能であると仮定すれば，上式は以下の様に書き表す

ことが出来る．

　　　　　　　・説［のΣ（1＋π々＝0）州

ここで両辺を〃で割れば，価格体系が労働を単位とし

て評価されていることを意味する．ここでもし利潤率π

＝0ならば，上式は

　　　　　ρ・一L［＆A・卜し［・一A］一1

となり，この最右辺の式は労働価値ベクトルノ1に等し

いことから，労働価値によって自然価格体系が決定され

るという古典派の主張が得られる．

　2）　生産価格体系が，

　　　　　　　ρコ（1＋π）ρ［A＋凋

であるとき，ペロンーフロベニウス定理より，以下の様

な性質を満たす必∈R恥が存在する．

エー（1＋π）［A＋わ五動

この式の両辺に五を乗じると，

ノ1必一［ん肋＋茄L司＝πレ1、肋＋茄L司

ここで搾取率の定義式より，（1十2）、4δ＝1であること

から，

　　　　　［Zト（Zlみ＋汲δL）揺＝εZlゐ」L灘

かくし・，・一・舶驚伽が得・れ・．また・・の

方程式より，マルクスの基本定理が成立していることも

同時に確認されよう．

　3）Roemer（1982：ch．5）は別の観点から，搾取の森

嶋流不等式アプローチを批判している．それは，搾取率

の定義に要する，実質賃金バスケットの労働価値を，フ

ォンノイマン均衡価格の下で採用され得る産出ベクトル
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と全く無関連に定義することへのものであった．
Roemer（1982：ch．5）は，実質賃金バスケットの労働価

値はむしろ，フォンノイマン均衡価格の下で採用され得

る産出ベクトルの集合の中から，実質賃金バスケットの

生産に必要な労働量を最小化するものを選ぶ事によって，

労働価値を定義すべきと主張した．その場合，労働価値

の決定は均衡価格の決定に論理的に依存してなされるこ

とになる．つまりもはや価値決定を均衡価格決定の論理

的前提条件とする転化理論は全く存在する余地がなくな

る．Roemerはこれこそがマルクス転化論へのもっとも
根源的な批判を意味すると主張した．筆者は2000年12

月にYale大学にRoemerを訪ねた際，直接その見解を
耳にする機会を得た．

　4）　このフォンノイマン経済体系の均斎成長解が存在

する事に関してはMorishima（1969）を見よ．

　5）80年代以降の数理マルクス経済学の展開につい
ては，吉原（1998，1999）を参照の事．
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